
新契約方法について

令和 6年 11月 1日のフリーランス法の施行に伴い、シルバー人材センター

の会員が法による保護を受け、安心・安全に就業できる環境を整備する必要が

あるため、会員に業務委託する契約について、令和 8年 4月 1日より契約方法

の見直しを行います。

新たな契約では、お客様とシルバー人材センターで「シルバー人材センター利

用契約」を締結いたします。この利用契約の内容を作業するセンター会員が了

承することによりお客様とセンター会員は請負関係になります。

また、新たな契約方法に移行することにより料金の一部について消費税の課税

関係が変わります。

シルバー人材センターを利用されるお客様におかれましては、契約方法の変更

についてご理解ご協力よろしくお願いいたします。

なお、お仕事の依頼や会員が行う業務については今までどおりで変更はありま

せんのでご安心ください。

詳しくは『契約方法の見直し 【お客様用】』、『契約方法の見直し 【会員用】』を

ご覧ください。

契約方法の見直し 【会員用】(PDF)

契約方法の見直し 【お客様用】(PDF)

公益社団法人 阿見町シルバー人材センター



会員の皆さまヘ

「フリーランス法」の制定を踏まえて

就業機会の提供に関する契約関係を見直します

令和5年 5月 12日 に、いわゆる「フリーランス法」 (「特定受託事業者に係る取引の

適正化等に関する法律」)が公布されました。この法律の趣旨※を踏まえ、また、フ

リーランス法の施行 (令和 6年 11月 )を見据え、シルバー人材センターの会員が請
負・委任の形態で就業する契約について、契約方法の見直しを行います。

シルバー人材センターが発注者から受託した仕事を会員に再委託する現行の契約方

法は、発注者と会員との間で直接的な契約関係が生じる構造となつていません。

このため、会員の皆さまがフリーランス法による保護を受け、安心・安全に就業で

きる環境を整備する必要があります。また、厚生労働省からも、シルバー人材セン

ターの契約方法について見直しを行うよう方針が示されています。

皆さまにおかれましては、契約方法見直しへのご理解をお願いします。

■見直しのイメージ

図1

【現行】

■

図2

▼ 発注・業務委託

▼ マッチンケ・再委託
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【変更後】

利用申込
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L
※フリーランス法とは?

個人が事業者 (特定受託事業者。いわゆるフリーランス。「シルバーの会員」も該当)と
して受託 した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、特定受託事業者

に業務委託をする事業者 (特定業務委託事業者。いわゆる発注者 )に 対 して、給付の内容
(いわゆる報酬 )そ の他の事項の明示が義務付けられています。

発注者 発注者

センター



契約方法の見直 しによる現行との変更点

会員とセンターの関係

形式的には発注者と会員との間で契約関係が生じることになりますが、実務面では現

在と基本的に変わるところはありません。センターは、発注者と会員の間に入つて

様々な調整を行います。依頼された仕事の履行や会員が安心して働くことができる環

境の確保等についても、現在と同じようにセンターが責任をもつて対応します。

会員の皆さまには、今までどおり安心して仕事に就いていただき、就業に関して何か

お困りのこと等があれば、遠慮なくセンターにご相談ください。

E 業務仕様書への同意
発注者とセンターの間で契約を締結することに変わりはありませんが、今後は原則と

して、就業を予定する会員に対して、業務の内容や報酬の額などをお示し (口頭説明
を含む)し ます。その上で、当該業務を受けるかどうか判断いただき、同意いただく
ことになります。同意いただくことで発注者との間に契約関係が成立することになり

ます。

なお、発注者が事業者の場合は、就業前に業務内容や報酬の額などを記載した「会員

業務仕様書」を書面または電磁的方法により明示することとなります。

デジタル化による対応について

会員への「会員業務仕様書」の明示について、来所による手渡しや郵送等では、時間や事務

負担がかかり非効率となります。

そのため、センターでは、「会員業務仕様書」の内容をスマートフォン等で会員が自ら確認

できるようなデジタル明示の仕組みを進めています。すでにスマートフォンに慣れ親しんで

いる会員におかれましては、出来るだけデジタル明示を可能とするシステム登録をお願いし

ます。 (詳しくはセンター職員にお尋ねください)

報酬の扱いについて

配分金については、これまでと同様「雑所得」として扱われます。また、所得金額の

計算に際して、「家内労働者等の必要経費の特例」が適用され、必要経費として55万

円まで認められることについても現行と変わりません。

公益社団法人 全国ンルバーンルバー人材センター事業協会
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特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律

(フリーランス・事業者間取引適正化法)の概要

とができる環境を談備するため、特定受託事業者に係る取引のi嵐正化段ぴ十寺定受話業務従事書の就禁環境
の整備を図り、もつて国民経済の繊会な発展に寄与することを躊的として、特定受託事業者に業務善託な
する事業者につしヽて、特定受識事業者の給村のFAB容その仙の事理のB月示を義務付,Jる等の結識を論ずると

|こ することして 託した に1正注ユtす き |こ

趣  旨

土H対象となる当事者・取尋この定読
(1)「特定受託事業者どと(ま、業務義託の構手方である事業書であつて従業員を使用しなこ二もに7〕をいう。
(2)「特定受託業務従事蓋」と,ま、特定受託事業者である個人及ぴ特定受託事業者である法人のlt姦脅
猛もヽう。

(3)「業務委託」とは、事業者がその事業のため|こ他こrJ事業者に4,J品
『
)製造、1騰報み貧黒鞠の作成又は役

議働提供を委話すること
=‐

いう,

(4)「特定業務委託事業者」とfと、特定受話事業者に業務委託をする事業者であつ
~(:、

従業員奄使用す

るも〔デ)声正ぃぅ」

甚 手錠業員」には、婦時Fill・ 塩子専l聞等ビJ一時蜘に感輝きれる者|よ含まなとヽこ
2と 特定受話事業者に係る取引の適正化

(1)特定登誕事業善に対監′業務菱託をした場合は、特定賛託事業者の結付f声)内容キ報離」う線等を書蔭叉
l夏士電磁的方法 |こより明示しなけれ|ぎならないものとするこ

H従業員を投用して感ゝ雄とヽ事業落が特皮受ニユヒ事業者:こ対し業機姜話を行うときについても同様とするa
(2)特定愛託事業者の給1奪を受領した日か1360国以内の報騨‖支払疑難目を設定bt支 |ムみなければなら
ないものとする。 (再姜誕♂〕場合tことま、発注元から支払いを受ける郎月固から38麟以内

'(3)等寺寵受託事業書との業務委託 (敵令で定める期間以上」〕と、の)に期吐才、二`〕～骨の行為を lυ
~こ

はなら

ないものとし、魯・めぬ晴為によって特定受託事業者
『
)利益を不当t置奮と′てはならないも0とするけ

藝 特定受託事業書の重めに帰すべき事由なく受領を拒番すること
感 特定受話事業者の貢め 1蓮婦すべき事由なく報酵llを瀧額すること
麟 特定受話事業書ぬ資めに帰すべき事由なく返晶を行うこと
感 通常鵜場 l吐此べ著七プく低い軽甜の誰を不当に定め,ること
む 正当なI塁曲蛾く自忌♂)指度する物のR請入・機糊 ∋刺濡を強制すること
0 自己のために金鍛、役務その他の経済Ⅲ工rrづ碁l手益を提供させること
0 特定受話事業者の羹めに帰ずべき事由なく内容を変更させ、又はやり藤させること
3.特定受託業務従事書の秘蛇集環境の整偏
(と ,広告等により募集臆草霞を提供するときは、虚鶴の塞承等をしてtまならず、正確貴,｀つ轟新fE)内容に保
たなければならないものとする番

(2)特定受誕事業書が青児介護等と両立性ザて業務委託 (政令で定める難聞以上のもの。以下「継続白碧i業

務委託‖)に轟る業務を行えるよう、申出に応して必要な配慮をしなけれぼならないもこ″いとするG

(3)特定受誕業務従事嵩に対する八ラスメント行為に係る相談対応等必要嫉体落J機偏等の機麓を議しな
ければならないものとするぃ

(4)継続蜘撃務妻託在中途解除する場合等|こ 1ま、康員けととrて、中途解除圏等CF)30田育むまでに特定受託
事業書|こ婦篭′予告しなしすればならないてどσ〕とす基尋

4苺 違反した場合等の対応

公正耳貫疇t委員会、中小企業庁長官又は厚生労働大蓮は、特定業務菱託事業奢等に対こプ、達反行為4こつ

いて馳藍Ⅲ指導、輯告檄軒支・立入検費、勧告、公表、命令をすること力tできるものとするむ

芸命令選反及び横査ユ巨舌等tこ対b、 50万剰域下の罰金に処する手法人両離競宝あり。

5.国が行う組護対応等の取組
撤は、特定受話事業者に係番耳貿弓|の適正化及ぴ特定受話業群従事善ぬ就業嘩境の群捕に甍するよう、

韓談対応などの必‐ι建な体制の整儘等の踏越を講ず魯ものとする.
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xと`菊 C声♪国から起藁して 生筆 6月を越えない範睡l内において徴令で定める園


